
年 年

義務的事業 任意的事業

直営 一部委託 全部委託 補助等

指標１ 【アウト･プット】

指標２ 【アウト・プット】

年間経費（事業費・人件費の合計）

事業の性格分類 実施根拠（法令、条例等）

000466 作成日 平成21年8月28日

所属名 市民協働推進課 作成者 小杉正則

3

H18年度

100

平成20年度のコスト【イン・プット】
20,560職員人件費（千円）

内
訳 非常勤職員(人工）

再任用職員(人工）

2.5

0.2

0.0

正規職員（人工）2,827

0

0

計

市債

受益者負担金

内
訳 0

0

2,727

国庫支出金

県支出金

その他

H19年度 H20年度 H21年度

受益者負担率（％）
一般財源

定量評価

単位

補助費等

その他

市民活動団体補助金の交付件数
実績 件 1

目標 件 2

事業費（千円）

千円 14,832

2,827

0

0

2,727

0

100

0

計

人件費

扶助費

内
訳

物件費

維持補修費

26,000

定性評価

18,327千円 14,832 23,387 26,000

事業目的の達成状況
(1)市民協働の推進
平成１５年４月に施行された市民協働推進条例に基づき、市民協働推進委員会に諮る中で、各種事業を実施して市民
協働を推進しているところである。
(2)市民協働を推進するための寄附による市民活動団体補助
市民協働推進条例により設置された、浜松市市民協働推進基金への寄附を市民活動団体へ補助金として活用する。
平成２０年度実績　寄附金（409千円）補助金（100千円）

310 320 330 340

369 414

H21年度 H22年度

18,327

1 1

23,387

H19年度 H20年度

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ提案事業

市民協働推進条例 ○ ○

事業運営方法

活動内容 【イン・プット】

目的 （対象、意図、求められる結果）

　市民、市民活動団体、事業者、行政がそれぞれの特性を生かしながら、共通の課題や
目的を達成するために、さまざまな観点や仕組みで、地域の課題を解決する市民協働の
推進を図るもの。

平成 15

新市建設計画事業

【平成20年度】

開始年度 終了予定年度

戦略性

市民協働推進事業 部局

事業概要

事業名

課コード

財源（千円）

　平成１５年４月に施行された市民協働推進条例に基づき、市民との協働による行政運営の推進を図るため以下のような事業を行
う。
・提案公募型協働事業「市民協働 たねからみのり」
・はままつ夢基金（市民協働推進基金）を活用した市民活動団体補助金
・委託に係る市民活動団体の登録
・出前講座
・職員研修の実施
・庁内メールニュースの配信
なお、推進に当たっては、公募により選ばれた市民、市民活動団体の代表、学識経験者等で構成する市民協働推進委員会を設置
し、条例の効果的運用などについて協議、検討する。

目標 件

年間経費（事業費・人件費の合計）

300
出前講座の派遣回数

26,000 26,000

3

実績 件 362

単位 H18年度

事業シート①

3 3

年間経費（千円） 23,387

0.0

H22年度
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A 終了

B 廃止

C 継続

A 民間（民営化）

B 国、県、広域

C 市

A 拡大（予算）

B 現状（予算）

C 縮小（予算）

民間委託

一部廃止 受益者負担

Ａ 改善あり 一部民営化 協働

非常勤化 その他改善

Ｂ 改善なし 現状

今後の方向性

A 拡大

B 現状

C 改善

D 廃止

今後の方向性を実現するための具体的取り組み（何をいつまでにどうするか）

廃止できない理由（廃止した場合に想定される影響）

　市民協働は、市政運営の根幹をなす理念のひとつであり、さらに推進していくことが必要であるため。

今後の事業展開

（理由）

Ｃ 改善

　平成２１年度には「市民協働たねからみのり事業」の改善を行うとともに、市民協働の取り組みが進展するよう、その他
各事業についても着実に実施していく。
多様な人材が行政にかかわる仕組みの構築については、「市民協働センター」において、行政等との協働のための相談
や提案のできるコーディネート機能を充実させていきたい。

　市民の多様なニーズや社会的課題に対応していくためには、市民協働によ
る取り組みがが益々重要になってきているので、さらに事業を推進していく必
要がある。

（３）選択と集中 （理由）

Ａ 拡大

　市民協働によるまちづくりは、多様な市民ニーズに対応する
ために有効であり、重要性は年々高まっている。

（４）改善 （理由）

Ａ 改善あり

　モデル事業である「市民協働たねからみのり事業」を活性化
するため事業の改善を行う。事業実施には市民協働推進委員
会の協力及び市民活動団体との連携をさらに進める必要があ
る。

（１）必要性 （理由）

Ｃ 継続

　市民協働は、市政運営の根幹をなす理念のひとつであり、さ
らに推進していくことが必要である。

（２）実施主体 （理由）

Ｃ 市

　市民協働によるまちづくりの主体は、市だけではなく、市民、
市民活動団体、事業者が挙げられる。それぞれの行動原理や
特性に基づき、役割りや責務を果たすことが求められており、
その中で市としての責務を果たすものである。

内部評価の結果
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改善策

　　廃止 　　民営化 　　非常勤化 　　民間委託

　　受益者負担 　　協働 　　その他改善

　　現状

廃止できない理由

　市民の市民協働の認知はまだ低く、市民と一体となって市民協働を進めていくためにも、今後も市民協働を市の重
点的施策として進めていく必要がある。

　　廃止

具体的取り組み

これまで協働事業に結びつくものが少なかったため、市が委託料予算枠を示してた形で募集を行い、事業化しやすい
仕組みに改善することで事業を活性化する。

今後の方向性 　　拡大 　　現状 　　改善

（４）改善

　　改善あり

　　改善なし

（３）選択と集中 　　拡大（予算） 　　現状（予算） 　　縮小（予算）

（１）必要性 　　終了

（２）実施主体 　　民間（民営化） 　　国、県、広域 　　市

　　廃止 　　継続

評価

\5,409 \4,800 \609
コスト（千円）

総額 人件費 扶助費 物件費 維持補修 補助費等 その他

内容

市民、市役所各課から提案された解決したい地域課題に対し、市民活動団体からの事業提案を
受け、関係課と協議して事業化に向け協議し進めていく。
平成２０年３月５日～４月７日　地域の社会的課題、市が解決したい課題を募集
平成２０年５月１１日　事業説明会、課題マーケット開催
平成２０年５月１１日～６月１３日事業提案の募集
平成２０年７月２６日　協働事業提案の公開プレゼンテーション
平成２０年７月下旬～　事業化検討

効果

市民協働の理念を市民、市民活動団体、事業者、職員に啓蒙することで、市の事業の中で協働
による取り組みを増やし、効率的な行政運営と市民サービスの向上に寄与する。

事業名

対象 市民、市民活動団体、事業者、浜松市

事業目的

市民協働の理念を可視化し、事業提案から地域の社会的課題を解決するまでのプロセスを分り
やすく展開するためのモデル事業

提案公募型協働事業「市民協働 たねからみのり」

一市多制度

市民協働推進事業

活動内容に記載した事業名

補足シート①－1
【平成20年度】
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改善策

　　廃止 　　民営化 　　非常勤化 　　民間委託

　　受益者負担 　　協働 　　その他改善

　　現状

事業目的

市職員が出向き、市の仕事や制度について市民にわかりやすく説明したり意見を受けることで、
参加と協働による市民主体のまちづくりを目指す。

効果

市民参加と協働を推進する役割を果たす。

出前講座

活動内容に記載した事業名 一市多制度

対象 市民

補足シート①－２
【平成20年度】

内容

市民（１０人以上）が出前講座メニューから希望する講座を申し込み、担当課が会場に出向き専
門知識を生かして市の施策を分りやすく説明するもの。
パンフレット7,500部作成
８分野１２８講座（健康福祉３１講座、環境１８講座、産業･経済１３講座、教育・文化・スポーツ９講
座、市民生活・防災１６講座、都市・生活基盤２２講座、情報・行政経営１６講座、財務３講座）を設
定

評価

\1,907 \1,600 \307
コスト（千円）

総額 人件費 扶助費 物件費 維持補修 補助費等

（１）必要性 　　終了

（２）実施主体 　　民間（民営化）

　　廃止 　　継続

　　国、県、広域 　　市

（３）選択と集中 　　拡大（予算） 　　現状（予算） 　　縮小（予算）

　　廃止

具体的取り組み

（４）改善

　　改善あり

　　改善なし

今後の方向性 　　拡大 　　現状 　　改善

その他

　市が市民に対し積極的に業務や制度をわかりやすく説明することは、協働を進める上での基本であり、本事業がそ
の役割のひとつを担っているため

市民に対して市が積極的に説明すべき事項を随時検討することで、出前講座の内容を充実させていく。

廃止できない理由

事業名

市民協働推進事業
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改善策

　　廃止 　　民営化 　　非常勤化 　　民間委託

　　受益者負担 　　協働 　　その他改善

　　現状

活動内容に記載した事業名 一市多制度

事業名

市民協働推進事業

対象 市職員

コスト（千円）

総額 人件費 扶助費

内容

市職員研修の実施
　新規採用職員の研修の実施（平成２１年２月１３日、１９日）
　市民協働研修会～身近な事例から協働を考えよう～（平成２１年１月１９日）
　行政とＮＰＯの協働研修会（平成２１年２月２６日、３月２日）

効果

職員の市民協働に対する理解と意識改革推進に効果

職員研修

事業目的

職員の市民協働に対する理解と意識改革を進めるため

補助費等 その他物件費 維持補修

評価

\1,925 \1,600 \325

（１）必要性 　　終了

（２）実施主体 　　民間（民営化）

　　現状（予算） 　　縮小（予算）

（４）改善

　　改善あり

　　改善なし

（３）選択と集中 　　拡大（予算）

　浜松市が協働型の都市経営を推進するためには、各職員が協働に対する理解を深め、適切な対応ができることが
必要であり、現状ではまだ不十分である。

　　廃止

具体的取り組み

たねからみのり事業のワークショップを体験する研修や、市民活動団体と交流する研修など、効果的な職員研修を企
画。

今後の方向性 　　拡大 　　現状 　　改善

廃止できない理由

　　市

　　廃止 　　継続

　　国、県、広域

補足シート①－３
【平成20年度】
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改善策

　　廃止 　　民営化 　　非常勤化 　　民間委託

　　受益者負担 　　協働 　　その他改善

　　現状

定期的に職員へ協働に関する情報を継続して提供していく。

廃止できない理由

　浜松市が協働型の都市経営を推進するためには、各職員が協働に対する理解を深め、適切な対応ができることが
必要でり、現状ではまだ不十分である。

　　現状 　　改善 　　廃止

具体的取り組み

（４）改善

　　改善あり

　　改善なし

今後の方向性 　　拡大

（３）選択と集中 　　拡大（予算） 　　現状（予算）

（２）実施主体 　　民間（民営化） 　　国、県、広域 　　市

　　縮小（予算）

評価

（１）必要性 　　終了 　　廃止 　　継続

物件費 維持補修 補助費等 その他

\0
コスト（千円）

総額 人件費 扶助費

\800 \800

効果

職員の市民協働に対する理解と意識改革推進に効果

事業目的

職員の市民協働に対する理解と意識改革を進めるため

対象 市職員

内容

全職員にメールニュースを配信し、市民協働たねからみのり、浜松地域人づくり大学、職員研修の実施状況などを
紹介するとともに、用語の解説や市民活動に関する情報を得る手段を紹介することで、職員研修を補完するなど
意識改革に取り組んだ。
　平成２０年６月３日号
　平成２０年９月１日号
　平成２０年１１月２１日号
　平成２０年１２月１５日号
　平成２１年３月３１日号を発行した。

活動内容に記載した事業名 一市多制度

庁内メールニュースの配信

市民協働推進事業

補足シート①－４
【平成20年度】

事業名
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